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　上場株式等の譲渡所得等や配当所得
（利子所得も同様です）を申告すると、
損益通算や繰越控除、配当控除等を受け
ることができ、所得税の還付や住民税の
減額を受けられる場合があります。
　一方で、上場株式等の譲渡益や配当を
申告すると、それらの所得は合計所得金
額や総所得金額等に加算されます。これ
らの所得を判断基準として、住宅ローン
減税や配偶者控除・扶養控除の適用の可

否や、国民健康保険・後期高齢者医療制
度の保険料などが決められます。したが
って、申告によりこれらの税・社会保険
料の新たな負担が発生する可能性がある
のです（特定公社債の譲渡所得や利子を
申告した場合も、同様の問題が生じます）。
　投資家が給与所得者（注）の場合はほと
んど問題になりませんが、そうでない場
合は注意が必要となります。

株式譲渡益・配当と社会保険料の関係
－54

社会保険料や扶養者の税金への影響� 上場 一般

（注）�ここでは、年金は厚生年金、健康保険は組
合健康保険または協会けんぽに加入してい

る給与所得者を指しています。

　税制上の控除や社会保険料の判定を行
う際に使われる判断基準は、主に合計所
得金額と総所得金額等の２つがありま
す。いずれも、年末調整または確定申告
における情報により金額を決定するた
め、申告不要を選択した株式等の譲渡所
得や配当所得・利子所得があっても金額
には影響しません。
　すなわち、源泉徴収ありの特定口座に
おける上場株式等の譲渡所得や、上場株
式等の配当所得・利子所得について申告
不要を選択した場合は、合計所得金額お
よび総所得金額等に影響を与えないの
で、配偶者控除や社会保険料への影響を
気にする必要はありません。
　以後、確定申告をした場合の合計所得
金額と総所得金額等に与える影響を説明
します。
　合計所得金額は、給与所得や事業所得、
雑所得などの総合課税の所得と、申告分
離課税の各種所得金額を合計し、所得間

の損益通算を行った後の金額です（詳し
くは 47ページ）。ただし、過年度の
損失の繰越控除については考慮されませ
ん。合計所得金額は、主に、税金の控除
の判定の有無に使われます。
　総所得金額等は、合計所得金額から、
純損失・雑損失の繰越控除と、上場株式
等・先物取引の繰越控除を適用した後の
金額です（詳しくは 35ページ）。総
所得金額等は、主に、社会保険料の計算
に使われます。
　なお、通常、合計所得金額は所得税と
住民税では同じ金額になりますが、上場
株式等の譲渡所得・配当所得・利子所得
について所得税と住民税で異なる課税方
式を選択した場合は、異なることになり
ます（総所得金額等についても同様です）。
　上場株式等の譲渡所得・配当等の申告
内容と、所得金額への影響をまとめると、
下表のようになります。

合計所得金額と総所得金額等への影響� 上場 一般

各制度への影響
�①�国保・後期高齢の保険料が上がる
　国民健康保険および後期高齢者医療制

度の保険料は、ほとんどの自治体では住
民税における総所得金額等（注１）に保険料

●確定申告による影響として注意すべき点
� 申告による
� 影響　　　

投資家（申告者）の
属性・世帯構成

① ② ③ ④ ⑤
国保・後
期高齢の
保険料が
上がる

配 偶 者 控
除・扶養控
除の適用除
外になる

住宅ロー
ン減税等
の適用除
外になる

年金・健康保険で扶養
から外れ、新たに国保の
加入・国民年金保険料
の支払いが求められる

医療費の自己
負担割合・自
己負担額の上
限が上がる

判定基準の所得金額 総 合計 合計 （本文参照） 総

高齢者
（給与所得者（注）

除く）

世帯主である ○ ×（※１） △（※２） × ○

夫（妻）や子に扶養されて
いる △ ○ × △（※３） △

自営業者 世帯主である ○ ×（※１） △（※２） × △（※４）

給与所得者（注） × ×（※１） △（※２） × ×

専業主婦（夫）・
パート主婦（夫）
（高齢者除く）

夫（妻）が給与所得者（注）
である × ○ × ○ ×

夫（妻）が自営業者である ○ ○ × × △（※４）

判定基準は、総…総所得金額等、合計…合計所得金額。影響を受ける可能性は○…高い、△…低い、×…ない。
（※１）�平成30年分以後の所得税からは、納税者本人の合計所得金額による配偶者控除・配偶者特別控除の所得制限の

対象となる可能性があります（ ５ページ参照）。
（※２）項目により、合計所得金額2,000万円超または3,000万円超となると適用除外になります。
（※３）�本人が60〜74歳で、かつ扶養者が給与所得者（注）である場合に限り、国保のみ影響を受ける可能性があります。
（※４）影響を受ける可能性がある年収（所得）の範囲が狭くなっています。

●上場株式等の譲渡所得・配当等の申告内容と、所得金額への影響

確定申告の内容 申告の結果、
上場株式等の所得は 合計所得金額 総所得金額等

当年の上場株式等の譲渡損失を上場
株式等の配当等と損益通算する

残る 増える 増える

残らない 影響なし 影響なし

当年の上場株式等の譲渡所得・配当
所得・利子所得から過去の年の上場
株式等の譲渡損失を繰越控除する

残る 増える 増える

残らない 増える 影響なし

当年の上場株式等の譲渡損失を翌年
以後に繰り越す 残らない 影響なし 影響なし
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（注１）�正確には総所得金額等から一定額を控除
した「旧ただし書き所得」を使います。

（注２）一定の障害者の場合は180万円以上

株式投資と税務調査
4 －6

◆（１）配当の支払調書

　投資家がどのような配当を受けたか
は、会社から税務署に提出される配当の
支払調書でわかります。株主総会または
取締役会で配当の支払いが確定すると、
１ヵ月以内に発行会社または株式事務代
行機関である信託銀行などから配当の支
払調書という資料が税務署に提出されま
す。これには「株主の住所」「氏名」「株
式数」「配当金額」「銘柄」などが記載さ
れています。税務署はこの資料に基づい
て、株主が適正に申告しているかどうか
チェックします。
　上場株式等の配当等については、その
支払金額にかかわらず、すべての配当等
の支払調書が税務署へ提出されます。
　ただし、源泉徴収口座へ受入れた上場

株式等の配当等については、支払調書は
提出されず、特定口座年間取引報告書に、
その源泉徴収口座で受け入れた上場株式
等の配当等の額等が記載されます。この
場合、（２）の支払通知書も交付されま
せん。
　非上場株式等の配当についての支払調
書は、１銘柄１回の配当が10万円（年１
回配当の場合）（注）を超える場合に提出
されます。
　平成28年１月１日以後は支払調書の記
載事項に、個人番号（マイナンバー）が
追加されました。ただし、経過措置によ
り個人番号（マイナンバー）を証券会社
などに告知していないときは、支払調書
に個人番号（マイナンバー）は記載され

　株式等の譲渡の対価や配当等を受領す
る際には受領者の氏名、住所などの告知
が必要となります。
　ただし、証券会社等で口座開設を行う
際などに本人確認書類を提示して、氏名、
住所などを告知しているときは、上記の
受領の都度の告知を行ったものとみなさ
れます（みなし告知）。
　平成28年１月１日以後は、告知事項に
個人番号（マイナンバー）が追加されま

した。ただし、平成28年４月１日以後は、
告知を受ける証券会社等が、受領書の個
人番号（マイナンバー）その他の事項を
記載した帳簿を備えているときは、個人
番号（マイナンバー）の告知は不要とさ
れています。また、平成27年12月31日
以前に行った個人番号（マイナンバー）
のないみなし告知は、経過措置として平
成28年１月１日以後３年間有効となりま
す（ 434ページ参照）。

支払調書� 上場 一般

告知と本人確認� 上場 一般

率をかけて「所得割」の金額が決まりま
す。投資家本人が国民健康保険や後期高
齢者医療制度の被保険者である場合は、
この点に注意しなければなりません。
◆②�配偶者控除・扶養控除の適用除

外になる
　配偶者控除および扶養控除は、所得
税・住民税それぞれにおいて配偶者およ
び被扶養者の合計所得金額が38万円以
下の場合に適用できます（配偶者控除、
扶養控除の詳細は 39ページ参照）。
配偶者控除や扶養控除の適用から外れる
と、扶養者である夫、親、子などの所得
税・住民税が上がります。投資家本人が
夫、親、子などの扶養を受けている場合
は、この点に注意しなければなりません。
◆③�住宅ローン減税等の適用除外に

なる
　住宅ローン減税や投資型減税は、本人
の所得税の合計所得金額が3,000万円以
下の年のみ適用できます（住宅ローン減
税・投資型減税の詳細は 378ページ
参照）。
　また、直系尊属からの住宅取得等資金
の非課税制度の適用にも、贈与を受ける
者のその年の所得税の合計所得金額が
2,000万円以下という制限があります

（ 376ページ参照）。
　特に、退職金を受け取った年は合計所
得金額が大きくなりますので注意してく
ださい。
◆④�年金・健康保険で扶養からはず

れ、新たに国保の加入・国民年
金保険料の支払いを求められる

　専業主婦や夫の扶養の範囲内で働いて
いる妻は、年金では国民年金第３号被保

険者、健康保険では夫の保険の被扶養者
となり、妻の分の保険料を支払う必要は
ありません。しかし、恒常的な収入が
130万円以上（注２）あるとみなされると、
年金では国民年金第１号被保険者とし
て、健康保険では国民健康保険の被保険
者として新たに保険料を支払うことにな
ります。
　この扶養の判定基準である「恒常的な
収入」に株式の譲渡所得や配当が含まれ
るかについては明確な規定はありませ
ん。実務では、申告された配当について

「恒常的な収入」に含めて計算している
ことが多いようです。
　なお、60歳以上の高齢者で、健康保険
について子の保険の被扶養者となってい
る場合も同様の問題が起こる可能性があ
りますので注意が必要です。
◆⑤�医療費の自己負担割合・自己負

担額の上限が上がる
　国民健康保険や後期高齢者医療制度で
は、所得により医療費の自己負担割合や
月間の自己負担額の上限が異なります。
例えば、75歳以上の高齢者の医療費の自
己負担割合は、所得が比較的少ない「一
般」とされると１割、所得が「現役並み」
とされると３割となっています。
　住民税における総所得金額等（注１）を
もとに現役並みか一般かの判定をします
ので、株式の譲渡益や配当を申告すると、
一般から現役並みに区分が変わる可能性
があります。
　投資家本人が国民健康保険や後期高齢
者医療制度の加入者の場合、この点にも
注意が必要です。
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